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効率化１１条検査実施要綱 

 

（目的） 

第１  この要綱は、浄化槽法第１１条に基づく水質に関する検査（以下「１１条検査」とい

う。）について、検査の効率的かつ確実な実施を図るために、指定検査機関（財団法人群馬県

環境検査事業団。以下「事業団」という。）が、その職員以外の者に検査の一部を委託するこ

とを可能にし、浄化槽放流水のＢＯＤ検査を主体とする新たな検査方式（以下「効率化１１条

検査」という。）を実施するために、必要な事項を定めることを目的とする。 
 

（指定採水員の指定） 

第２ 事業団は、１１条検査の効率的かつ確実な実施を図るため、群馬県内で浄化槽の保守点検

業の登録を受けている業者（以下「保守点検業者」という。）に所属する者であって、一定の

資格を有する者を指定採水員として指定した上で、当該指定採水員が所属する保守点検業者に

検査用試料の採水等の業務を委託することができる。 
２ 指定採水員の資格要件及び指定採水員の指定方法については別に定める。 

 

（対象とする浄化槽の規模） 

第３ 効率化１１条検査の対象とする浄化槽の規模は、処理対象人員が５０人槽以下の浄化槽

（単独処理浄化槽を含む。）とする。ただし、効率化１１条検査の客観性及び公平性を向上さ

せるため、１０年に一回、事業団の検査員による全項目検査を実施する。 

 

（検査の申し込みと手数料の支払い） 

第４ １１条検査の申し込みは、保守点検業者と浄化槽管理者が浄化槽の維持管理契約を行うと

きに、１１条検査の業務依頼の代行契約を同時に行い、保守点検業者が代行して事業団に１１

条検査の申し込みを行うものとする。ただし、浄化槽管理者が直接事業団に申し込むこともで

きる。 
２ 検査手数料の支払いは、検査終了後に保守点検業者が代行して事業団に支払うものとする。

ただし、浄化槽管理者が直接事業団に検査を申し込んだ場合は、浄化槽管理者が直接事業団へ

支払うものとする。 

 

（検査用試料の採水等） 

第５ 検査用試料の採水等は、指定採水員が所属する保守点検業者に委託し、年に一回行うもの

とする。ただし、１０年に一回は検査員による全項目検査を行うので、当該年度は指定採水員

による採水等を行わない。また、指定採水員は現場において残留塩素濃度の測定及び外観検査

（７項目）を行い検査票に記録する。 
２ 指定採水員が行う業務の詳細については別に定める。 
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３ 事業団は指定採水員が採水した試料の測定分析を、計量法（昭和２６年法律第２０７号）第

１２１条第２項の事業を行うため同条の登録を受けた事業所（以下「計量証明事業所」とい

う。）に委託する。ただし、事業団が測定分析を行うこともある。 

 

（試料等の受け渡し） 

第６ 指定採水員は、検査用試料の採水等を行った場合は、採水した試料に残留塩素濃度と外観

検査結果等を記した検査票及び過去１年分の保守点検票・清掃記録票を添えて計量証明事業所

へ受け渡す。計量証明事業所は測定結果を検査票へ記入後、検査票等を事業団へ受け渡すもの

とする。 
２ 指定採水員から計量証明事業所への試料等の受渡し及び計量証明事業所から事業団への分析

結果等の受渡し方法の詳細については別に定める。 

 

（測定分析） 

第７ 事業団または計量証明事業所は、回収した試料について直ちに生物化学的酸素要求量（以

下「ＢＯＤ」という。）を測定する。 
２ ＢＯＤの測定分析は、日本工業規格Ｋ０１０２（工場排水試験法）に該当する方法により行

う。 

３ 残留塩素濃度の測定は、ＤＰＤ法により行う。 
 

（結果の判定） 

第８ 事業団は、効率化１１条検査判定ガイドライン（以下「判定ガイドライン」という。）に

基づき、ＢＯＤ等の測定結果及び書類検査結果から浄化槽の機能を判定する。なお、「不適

正」の判定を受けた場合、翌年は効率化１１条検査は行わず事業団の検査員による全項目検査

を実施する。 
２ 判定ガイドラインは別に定める。 
 

（審査会の設置） 

第９ 効率化１１条検査の信頼性を確保するため、採水等業務、採水クロスチェック等の調査・

審査機関として、学識経験者、行政担当者、業界関係者等の第三者を加えた審査会を設置する。 

２ 審査会の審査事項、メンバーの構成等、審査会の設置に関することについては別に定める。 

 

（検査手数料） 

第１０  効率化１１条検査の検査手数料は処理対象人員５０人槽以下１基あたり５,０００円と

する。 

２ 検査手数料は５年に一度見直しを行う。 
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（検査結果書の送付） 

第１１  効率化１１条検査の判定結果は、不具合事項の速やかな改善を期するため保守点検業者

経由で受検者へ送付するとともに、管轄する県地域機関にも電子データで送付する。 

 

（試料採水業務等とＢＯＤ測定分析等に対する報酬） 

第１２  事業団は、指定採水員が実施する試料採水業務等について、負託する業務内容及び報酬

等に関して、指定採水員が所属する保守点検業者と業務委託契約を締結する。 

２ 事業団は、ＢＯＤの測定分析等を計量証明事業に委託する場合は、委託する業務内容及び報

酬等に関して、計量証明事業所と業務委託契約を締結する。 

 

（関係団体の責務） 

第１３ 関係する団体は効率化１１条検査を推進するにあたり、それぞれ次に掲げる責務を負う

ものとする。 

一  財団法人群馬県環境検査事業団 

ア  事業団は、県及び関係団体と密接な連携を保ち、法定検査が効率的かつ確実に実施され

るよう努めるとともに、問題を指摘された浄化槽の改善が速やかに図られるよう協力体制

を確立すること。 
イ  事業団は、効率化１１条検査の計画的な実施を図るために毎年県が指定する期日までに

依頼件数を把握し、さらに効率化１１条検査を含む１１条検査全体の年間検査計画を策定

しなければならない。 

二 社団法人群馬県浄化槽協会 

ア  浄化槽協会は、１１条検査の受検手続きについて、浄化槽管理者の利便性の向上と検査

の確実な実施を期するため、浄化槽の維持管理契約を行うにあたり、１１条検査の代行申

し込みを同時に行うよう会員及び浄化槽管理者の啓蒙に努めること。 
イ  浄化槽協会は、関係する要綱要領に定める事項を厳守させるよう会員を指導すること。 

ウ  浄化槽協会は、効率化１１条検査の実施を確実なものとするため、事業団の業務に協力

すること。 

三 社団法人群馬県計量協会環境分科会 

 社団法人群馬県計量協会環境分科会は、効率化１１条検査の実施を確実なものとするため、

事業団の業務に協力すること。 
四 社団法人群馬県環境保全協会 
 社団法人群馬県環境保全協会は、効率化１１条検査の実施を確実なものとするため、事業

団の業務に協力すること。 
 

（その他） 

第１４ この要綱に規定のない事項については、事業団理事長がその都度関係者と協議して定め
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るものとする。 
 

 

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 
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指定採水員指定要領 

 

（目的） 

第１  この要領は、指定採水員の指定について必要な事項を定めることを目的とする。 
 

（指定採水員の資格） 

第２ 指定採水員の資格は、群馬県内で浄化槽の保守点検業の登録を受けている業者に所属し、

浄化槽管理士の免状を有するものであって、県の指定する指定採水員指定講習会の受講を修了

した者とする。 
 

（講習会の実施） 

第３ 指定採水員指定講習会を実施する機関（以下「実施機関」という。）は、指定採水員の資

格を得ようとする者に対して、講習会を開催するものとする。 
２ 実施機関は、受講修了者に対して修了証明書を交付するとともに、財団法人群馬県環境検査

事業団（以下「事業団」という。）に、受講修了者名簿を通知する。 

３ 講習会の開催時期、応募方法、講習科目及び講習時間等については別に定める。 

 

（指定及び登録） 

第４ 事業団は、実施機関から受講修了者名簿の通知を受けたときは、受講修了者に対して指定

書（様式５）を交付するとともに、指定採水員名簿に登録する。 
２ 事業団は、前項の指定書を交付した指定採水員の氏名等を関係行政機関に報告する。 

３ 登録の有効期間は３年間とし、引き続き登録を受けようとする者は更新時に指定採水員指定

講習会を受講しなければならない。 

 

（指定採水員業務の委託） 

第５ 事業団は、効率化１１条検査の実施に際し、指定採水員が所属する保守点検業者に、指定

採水員業務を委託するものとする。 
２ 指定採水員業務の委託に際しては、指定採水員身分証明書を交付するものとする。 

 

（指定採水員業務の誠実な履行） 

第６ 指定採水員が、効率化１１条検査に係わる指定採水員業務を行う時は、指定採水員業務実

施要領に基づき実施しなければならない。 
２ 指定採水員業務の委託を受けた保守点検業者は、指定採水員が適正かつ正確に当該業務を履

行するよう協力及び指導監督する責務を有する。 
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（指定の取り消し） 

第７ 事業団理事長は、指定採水員が前第６の規定に違反して指定採水員業務を行ったと認めら

れる場合、又は浄化槽管理士として不適格な行為が認められる場合は、指定を取り消すととも

に、登録名簿から抹消する。 
２ 事業団理事長は、指定を取り消す場合は、審査会の承認を得なければならない。 

３ 事業団理事長は、指定を取り消した場合は、取り消した本人及び所属する保守点検業者に通

知するとともに、関係行政機関に報告する。 

４ 取り消し処分を受けた者は、通知を受けた日から３年間は指定採水員の指定を受けることは

できない。 

 
（弁明の機会） 

第８  事業団理事長は、前項の処分を行うときは、あらかじめ期日及び場所を示して当該指定採

水員に弁明の機会を与えなければならない。ただし、正当な理由なく弁明の機会に応じないと

きには、直ちに処分を行うことができる。 

 
（指定書等の返納） 

第９  前第７号の規定により指定採水員の取り消し処分を受けた場合のほか、次の各号に該当す

る場合は、直ちに指定書及び指定採水員身分証明書を事業団に返納しなければならない。 
一  指定採水員が離職したとき。 

二  指定採水員が死亡したとき。 

三  指定採水員が指定を辞退したとき。 

 

（変更届） 

第１０  指定採水員が他の登録業者へ転職した場合等、指定書及び身分証明書の記載事項に変更

があった場合は、変更届出書（様式６）を提出しなければならない。 

 
（その他） 

第１１ この要領に規定のない事項については、事業団理事長がその都度関係者と協議して定め

るものとする。 
 

 

 

附 則 

この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 
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 （様式５）

群環検指 第    号

指定採水員指定書 
 

 

所属 

住所 

氏名 

年  月  日生 

 

あなたを財団法人群馬県環境検査事業団

の指定採水員として指定します。 
 

 

指定の有効期間       平成   年   月   日から 

                      平成   年   月   日まで 
 
 
平成   年   月   日 

 
 
 
 

財団法人 群馬県環境検査事業団 理事長 
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（様式６）

平成  年  月  日

財団法人 群馬県環境検査事業団 理事長 あて 

指定採水員指定書変更届 

 

 

群環検指 第    号で指定を受けた者に変更事項が生じたため、下記に変更内容を指定

採水員指定要領第９の規定により次のとおり届け出ます。 

 

（現行） 

所属 

住所 

氏名                   ㊞ 

年  月  日生 

 

（変更後） 

所属 

住所 

氏名                   ㊞ 

年  月  日生 

 

 

（変更後事業所記入欄） 

事 業 所 名 

事業所所在地 

事業所代表者名                   ㊞ 

 

 

上記の者、所属が当社に変更になったことを報告します。 
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指定採水員業務実施要領 

 

(目的) 

第１ この要領は、財団法人群馬県環境検査事業団（以下「事業団」という。）が指定採水員に

負託する効率化１１条検査に係る業務（検査用試料の採水・搬送、残留塩素濃度測定、目視等

による外観検査及び保守点検票・清掃記録票の送付等をいい、以下「試料採水等業務」とい

う。）について、適正かつ効果的に実施するための方法等について詳細を定めるものである。 
 

（遵守事項） 

第２ 指定採水員は、現場での試料採水等業務にあたり、次のことを遵守しなければならない。 
一 現場では細心の注意を払い誠実に業務を行うとともに、できるだけ管理者立会いのもと実

施する。 

二 浄化槽管理者（以下「管理者」という。）に対して、事前説明、事後報告を必ず実施する

こと。 

三 現場において、不測の事態がおこった場合には、速やかに事業団に連絡すること。 

四 作業終了後は、周囲（マンホール等）の事後確認を実施する。 

 

（試料採水等業務の手順） 

第３ 試料採水等の時期 
一 清掃後１ヵ月間と清掃時期に達している場合を除く時期に行うものとする。また、停電、

ブロワーの停止、自然災害（台風・水害・地震）などの通常の使用状態でない時期の直後も

除くものとする。 

二 指定採水員が浄化槽管理士として当該浄化槽の保守点検の委託を受けている場合は、業務

全般の効率を期するため、定期点検業務と同時に試料採水等業務を実施することを妨げない。 

２  基礎情報の把握 

一 実使用人員、建物用途、放流先、医薬品の服用等の特殊な使用条件の有無等、事業団から

提供される効率化１１条検査検査票（様式４）（以下「検査票」とういう。）の記載内容に変

更がある場合は、その変更内容を記載する。 

二 検査票に記載されている前回の法定検査結果の確認を行う。 

３ 検査用試料の採水 

沈殿槽（室）流出水あるいは消毒槽（室）等に入る直前の処理水を試料として、所定の容器

（事業団または事業団から委託を受けた計量証明事業所が提供。）に採取するものとし、原則

として消毒薬と接触後の処理水を試料としてはならない。また、保守点検業務と同時に行う場

合は、保守点検作業開始前に行うこと。その他具体的な採水方法は次によるものとする。 

一 可能な限り容器に直接採取する。この場合、容器を試料で２～３回共洗いしてから採取す

る。 
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二 容器に直接採取できない場合は、ひしゃく、バケツ、スポイト式などの採水器を用いる。 

三 必ず流水時に採取する。放流水の流出が認められない時には、流入管渠途中のますから一

定量の水道水等を流入させるか、あるいは流入ポンプ槽、流量調整槽等のポンプを稼働させ、

処理水を流出させる。 

四 試料を採取する時には、越流せきの手前で行うが、小型の浄化槽では、越流せきとスカム

バッフルとの間隔が狭い場合もあり、スカムまたは壁面付着汚泥等を混入しないように注意

する。 

五 沈殿槽（室）流出水の採取が困難な場合には、消毒槽（室）から採取してもよい。ただし、

この場合、消毒剤の薬筒を引き上げた後に数回洗浄水を流し、消毒槽（室）流出水中に残留

塩素が検出されないことを確認した後、採取する。 

六 流量の急激な変動、休止状態からの採水開始直後の水には、沈殿物、スカムなどが押し出

される可能性があるので注意する。 

七 試料の必要量は１～２Ｌ程度とし、試料の攪拌を考え、試料容器の上部には少量の空間を

残すようにする。 

八 試料番号を検査票の所定覧に記入する。 

 

４ 試料の搬送・保存 

一 採取後の試料についてはクーラーなどに入れて氷詰めにして搬送する。この時、氷からの

試料への汚染を防ぐため、試料容器は確実に密栓する。 

二 試料は０～５℃の温度範囲で保存する。 

  

５ 残留塩素濃度の測定 

一 消毒槽（室）の出口における放流水を採取し、ただちに試験を行い、測定結果を検査票の

所定覧に記入する。 

二 測定には DPD法を用いる。 

  

６ 外観検査 

一 外観検査は次に掲げる項目について目視で確認し、その状態を別表に示す判断方法により

「良」・「可」・「不可」に判別し、検査票の所定覧に記入する。 

  ア  沈殿槽におけるスカムの発生状況 

  イ  薬剤筒内の塩素剤の充填量と、処理水と塩素剤の接触状況 

  ウ  消毒槽内のスカム・汚泥の蓄積状況 

  エ  ばっ気装置の稼働状況 

  オ  好気性生物処理装置内液の外観 

  カ  流量調整タイプの場合、流量調整装置の稼働状況 

  キ  循環タイプの場合、循環装置の稼働状況 
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二 保守点検業務と同時に行う場合は、保守点検作業終了後の状態で判断しても差し支えない。 

  

（試料及び関係書類の受渡し） 

第４ 指定採水員は採取した検査用試料に検査票及び保守点検票・清掃記録票１年分を添付し、

巡回してくる事業団から委託を受けた計量証明事業所の従業員へ受け渡す。 
２ 事業団からＢＯＤの測定分析等の委託を受けた計量証明事業所は、測定結果を検査票の所定

覧に記入し、巡回してくる事業団職員へ受け渡す。 

 

（守秘義務） 

第５  指定採水員は、試料採水等業務の遂行にあたっては、浄化槽管理者等のプライバシーの保

護に努め、業務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。指定採水員の指定を解かれた後も、

同様とする。 
 

（その他） 

第６  この要領に規定のない事項については、事業団理事長がその都度関係者と協議して定める

ものとする。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 
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 別
　
表

チ
ェ
ッ
ク
項
目

良
可

不
可

備
　
考

1.
沈
殿
室

( 槽
) に
お
け
る
ス
カ
ム
の
発
生
状

況

異
常
な
し

ス
カ
ム
の
生
成
が
認
め
ら
れ
る
が
、
流
出
す
る
お

そ
れ
が
小
さ
い
。

ス
カ
ム
の
生
成
が
著
し
く
認
め
ら
れ
、
流
出
す
る

こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

凝
集
沈
殿
槽
、
処
理
水
槽
に
つ
い
て
は
、
こ
の
項
目

に
準
じ
て
チ
ェ
ッ
ク
す
る
。

2.
消
毒
剤
筒
内
の
塩
素
剤
の
充
填
量
と
処

理
水
と
塩
素
剤
の
接
触
状
況

消
毒
剤
が
充
填
さ
れ
て
い
る
、
か
つ
、
処
理
水
と

消
毒
剤
の
と
の
接
触
が
良
好
で
あ
る
。

－
消
毒
剤
が
充
填
さ
れ
て
い
な
い
、
ま
た
は
、
処
理

水
と
消
毒
剤
と
の
接
触
不
良
が
認
め
ら
れ
る
。

3.
消
毒
室

( 槽
) の
ス
カ
ム
・
汚
泥
の
蓄
積
状

況

異
常
な
し

汚
泥
の
堆
積
ま
た
は
ス
カ
ム
の
生
成
が
認
め
ら
れ

る
が
、
流
出
す
る
お
そ
れ
が
小
さ
い
。

汚
泥
の
堆
積
ま
た
は
ス
カ
ム
の
生
成
が
著
し
く
認

め
ら
れ
、
流
出
す
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

4.
ば
っ
気
装
置
の
稼
働
状
況

異
常
な
し

空
気
供
給
量
の
調
整
不
良
、
ば
っ
気
槽
、
接
触

ば
っ
気
槽
等
の
攪
拌
水
流
の
不
均
等
が
認
め
ら
れ

る
が
軽
微
で
あ
り
、
処
理
機
能
に
影
響
を
与
え
る

お
そ
れ
が
小
さ
い
。

空
気
供
給
量
の
調
整
不
能
、
散
気
装
置
の
閉
塞
ま

た
は
破
損
等
が
認
め
ら
れ
る
な
ど
処
理
機
能
に
影

響
を
与
え
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

ば
っ
気
装
置
に
は
、
関
連
す
る
空
気
配
管
、

オ
リ
フ
ィ
ス
等
を
含
む
。

5.
好
気
性
生
物
処
理
装
置
内
液
の
外
観

異
常
な
し

生
物
膜
の
肥
厚
化
、
は
く
離
等
、
あ
る
い
は
活
性

汚
泥
の
沈
降
性
や
分
離
性
の
不
良
が
認
め
ら
れ
る

が
軽
微
で
あ
り
、
処
理
機
能
に
影
響
を
与
え
る
お

そ
れ
が
小
さ
い
。
膜
分
離
槽
に
お
い
て
は
、
適
正

な
範
囲
を
超
え
て
い
る
が
、
処
理
機
能
に
影
響
を

与
え
る
恐
れ
が
小
さ
い
。

生
物
膜
の
未
生
成
、
著
し
い
肥
厚
化
、
は
く
離

等
、
あ
る
い
は
活
性
汚
泥
の
未
生
成
、
活
性
汚
泥

量
の
著
し
い
増
加
等
が
認
め
ら
れ
、
処
理
機
能
に

影
響
を
与
え
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。
膜
分
離

槽
に
お
い
て
は
、
適
正
な
範
囲
を
超
え
、
処
理
機

能
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

生
物
膜
の
付
着
状
況
や
は
く
離
状
況
等
を
チ
ェ
ッ
ク

す
る
。
活
性
汚
泥
の
性
状
や
沈
降
性
等
を
チ
ェ
ッ
ク

す
る
。

膜
分
離
槽
の
活
性
汚
泥
に
つ
い
て
は
、
適
正
な
汚
泥

濃
度
範
囲
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
。

な
お
、
適
正
な
濃
度
範
囲
と
な
る
M
L
S
S
3
,
0
0
0
～

1
5
,
0
0
0
㎎
/
L
を
目
安
と
す
る
。

6.
流
量
調
整
装
置
の
稼
働
状
況

異
常
な
し

流
量
調
整
槽
の
分
水
計
量
装
置
の
調
整
不
良
、
電

磁
弁
や
電
動
弁
の
作
動
不
良
が
認
め
ら
れ
る
が
軽

微
で
あ
り
、
処
理
機
能
に
影
響
を
与
え
る
お
そ
れ

が
小
さ
い
。

分
水
計
量
装
置
の
せ
き
高
の
調
整
不
能
、
電
磁
弁

や
電
動
弁
の
故
障
が
認
め
ら
れ
、
処
理
機
能
に
影

響
を
与
え
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

調
整
装
置
と
は
、
流
量
調
整
槽
等
の
分
水
計
量
装

置
、
電
磁
弁
、
電
動
弁
、
集
水
装
置
等
を
さ
す
。

7.
循
環
装
置
の
稼
働
状
況

異
常
な
し

循
環
装
置
の
調
整
不
良
、
設
定
不
良
が
認
め
ら
れ

る
が
軽
微
で
あ
り
、
処
理
機
能
に
影
響
を
与
え
る

お
そ
れ
が
小
さ
い
。

循
環
装
置
の
故
障
、
調
整
不
能
、
設
定
不
良
が
認

め
ら
れ
、
処
理
機
能
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
明

ら
か
で
あ
る
。

循
環
装
置
と
は
、
屎
尿
浄
化
槽
及
び
合
併
処
理
浄
化

槽
の
構
造
方
法
を
定
め
る
件

( 昭
和

55
年
建
設
省
告
示

第
12

92
号

) に
お
い
て
循
環
装
置
と
し
て
規
定
さ
れ
て

い
る
も
の
を
さ
す
。
例
え
ば
、
汚
泥
移
送
装
置
を
常

時
稼
働
さ
せ
て
い
る
場
合
は
対
象
外
と
す
る
。

外
観
検
査
に
係
る
チ
ェ
ッ
ク
項
目
及
び
そ
の
判
断
方
法
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様式４

業者管理№

管理№ 検査日 平成　　年　　月　　日 指定採水員氏名 登録№

施設の概要

人 人  医薬品等の服用 有 無

 その他の特殊要件

 前回検査結果(法第　条 H  /  /  ) 総合判定： ㎎ /ℓ ㎎ /ℓ

1. 外観検査

(1) 沈殿槽におけるスカムの発生状況 良 可 ・ 不可

(2) 薬剤筒内の塩素剤の充填量と、処理水と塩素剤の接触状況 良 － ・ 不可

(3) 消毒槽内のスカム・汚泥の蓄積状況 良 可 ・ 不可

(4) ばっ気装置の稼働状況 良 可 ・ 不可

(5) 好気性生物処理装置内液の外観 良 可 ・ 不可

(6) 流量調整タイプの場合、流量調整装置の稼働状況 良 可 ・ 不可

(7) 循環タイプの場合、循環装置の稼働状況 良 可 ・ 不可

2. ＢＯＤ採水 採水時刻 ： 採水びん番号 残留塩素濃度 ㎎/ℓ

□消毒後を採水

3. 特記事項

浄化槽法第11条検査　検査票（指定採水員用）

前回情報 今回（変更があった場合のみ記入）

住 所

設置場所 氏名(名称)

電話番号

住 所

管 理 者 氏名(名称)

電話番号

住 所

設 置 者 氏名(名称)

電話番号

設置年月日 処理対象人員 人槽 計画流入汚水量 m
3
/日

使用開始日 処理目標水質 ㎎/ℓ以下 メーカー

型式名

型式認定番号 処理方式

管轄行政機関 種　類

回/年

前回情報 今回(変更情報) 医薬品等の服用の有無、その他の使用状況に係る特殊要件

工事業者 保守点検回数

実使用人員 ・

建築物用途

放 流 先

水質結果　ＢＯＤ：  残留塩素濃度：

検 査 項 目 判 断

・

・

・

・

・

・

・

所見
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指定採水員指定講習会開催要領 

（目的） 

第１ この要領は、指定採水員の指定を受けようとする者が受講しなければならない指定採水員

指定講習会（以下「講習会」とういう。）の開催について必要な事項を定めることを目的とす

る。 
 

（講習会の主催） 

第２ 講習会は県の指定した機関が実施する。 
 

（受講の資格） 

第３  講習会の受講者は、浄化槽管理士の資格を有し、群馬県内で浄化槽の保守点検業の登録を

受けている業者に所属する者とする。 

  

（開催時期） 

第４ 講習会の開催は原則として３年に一回とするが、新規受講希望者が相当数に達した場合は

別途開催するものとする。 

 

（受講の申込み） 

第５ 講習会を受講しようとする者は、「指定採水員指定講習会受講申込書（様式１）」及び、受

講者が従業員である場合は、その雇用者の承諾書（様式２）を添えて申込むものとする。 

 

（講習科目等） 

第６ 講習科目及び講習時間数はそれぞれ次に掲げるものとする。 

一 法令および法定検査全般に関する事項・・・・１時間 

二 試料の採水方法等に関する事項・・・・・・・２時間 

三 外観検査に関する事項・・・・・・・・・・・２時間 

四 その他 

 

（修了証明書の交付等） 

第７ 講習会の実施機関の長は指定講習会の受講修了者に対して修了証明書を交付するとともに、

財団法人群馬県環境検査事業団に対し、受講修了者名簿（様式３）を通知する。 

 

 

附 則 

この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 
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（様式１）

平成  年  月  日

指定採水員指定講習会受講申込書 
 

講習会実施機関の長 あて 

 

 申込者 

 住  所 

氏  名                  ㊞ 

生年月日  昭和   年   月   日  

 

指定採水員の指定を受けたいので、指定採水員指定講習会受講申込書を提出いたします

 

 

記 

 

１．受講者の浄化槽管理士免状番号  第            号 

                  取得年月日  昭和・平成    年    月    日 

 

２．受講者が所属する事業所 

名  称                      TEL    

所 在 地 

代表者名 

 
 

３．誓約 
 指定採水員に指定されたときは、検査実施に際して所定の要綱要領を遵守し、誠実に履行しま

す。 

 

添付書類  顔写真一葉（３㎝×２.５㎝ 受講票への貼付分として） 

      受講者が従業員である場合は、事業所代表者の承諾書。 

写真 
縦 3㎝ 
横 2.5㎝ 
正面、脱帽 
上半分身 
裏面に氏名を記

入してください 
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（様式２）

平成  年  月  日

指定採水員指定講習会受講承諾書 
 

講習会実施機関の長 あて 

 

事 業 所 名 

事 業 所 所 在 地 

事業所代表者氏名                  ㊞ 

 

 

下記の従業員が指定採水員指定講習会を受講することに同意するとともに、指定さ

れた後は、検査業務を誠実に行うよう指導監督します。 

 

 

記 

 
  従業員の受講者氏名 

 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
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（様式３） 

指定採水員指定講習会受講修了者名簿 
 

氏  名  生年月日 昭和    年    月    日 生 

住  所  

所属する事業所名  

管理士免状番号  所得年月日 昭和･平成    年    月    日 

 

氏  名  生年月日 昭和    年    月    日 生 

住  所  

所属する事業所名  

管理士免状番号  所得年月日 昭和･平成    年    月    日 

 

氏  名  生年月日 昭和    年    月    日 生 

住  所  

所属する事業所名  

管理士免状番号  所得年月日 昭和･平成    年    月    日 

 

氏  名  生年月日 昭和    年    月    日 生 

住  所  

所属する事業所名  

管理士免状番号  所得年月日 昭和･平成    年    月    日 

 

氏  名  生年月日 昭和    年    月    日 生 

住  所  

所属する事業所名  

管理士免状番号  所得年月日 昭和･平成    年    月    日 
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効率化１１条検査審査会設置要領 

 

（目的） 

第１  この要領は、効率化１１条検査が公正かつ適正に実施されているか否かを客観的に評価し、

必要な事項を審査するために設置する「効率化１１条検査審査会」（以下「審査会」という。）

の設置及び審査事項について必要な事項を定めることを目的とする。 
 

（委員の構成） 

第２ 委員会に５名以上１０名以内の委員を置く。委員は、学識経験を有する者、関係行政機関

を代表する者、社団法人群馬県浄化槽協会を代表する者、社団法人群馬県環境保全協会を代表

する者、社団法人群馬県計量協会環境分科会を代表する者及び財団法人群馬県環境検査事業団

を代表する者の中から財団法人群馬県環境検査事業団理事長（以下「理事長」という。）が委

嘱する。 
２ 委員の任期は３年とする。ただし、再任は妨げない。 

 

（会長等の選任） 

第３  審査会に会長、副会長各１名を置き、委員の互選により定める。 
２ 会長は、会務を統理し審査会を代表する。副会長は、会長を補佐し会長が欠けたときはそ

の職務を代理する。 

 

（審査事項） 

第４ 審査会は、効率化１１条検査の公正かつ適正な実施及び検査結果の客観的な判定を確保す

るため、次の事項について審査を行う。 
一  指定採水員の資格の妥当性 

二  採水等業務の正確性 

三  採水クロスチェックの方法（次のア及びイ）及び結果の評価 

ア 年間クロスチェック対象施設（指定採水員１名に対し１基を無作為に抽出）に対し、指

定検査機関が直接使用者に連絡の上、検体を採水し分析評価する。 

イ 指定採水員登録業者ごとに毎月の検査実施計画数に対し１％以上を無作為に抽出して塩

化物イオン濃度を測定し、解析評価する。 

四  検査結果判定の客観性 

五  その他、効率化１１条検査の実施に関し、公平性、客観性確保のための必要な事項 
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（会議） 
第５ 会議は、会長が召集し、会議の議長となる。会長が欠けたときは副会長が会務を統理する。 
２ 会長は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、説明させることができる。 

３ 会議は、会長が必要と認めた場合その都度開催するものとする。 

 

 

（報告等） 

第６ 会長は、審査会に付託された審査事項について、審査を終了したときは、直ちに理事長に

報告するとともに、改善を要する事項が生じた場合は、勧告するものとする。 
２ 理事長は、会長から改善を要する事項について、勧告を受けた場合は、遅滞なく必要な処置

を講ずるものとする。 

 

（事務局等） 

第７  この審査会の事務は、財団法人群馬県環境検査事業団が担当する。 
 

（その他） 

第８  この要領に規定のない事項については、事業団理事長がその都度関係者と協議して定める

ものとする。 
 

 

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 
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効率化 11条検査判定ガイドライン 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

平成１７年４月 

 

財団法人群馬県環境検査事業団 

監修  群馬県廃棄物政策課 
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１ ガイドラインの目的 
 本ガイドラインは、群馬県内における効率化 11 条検査の判定に当たって、基本とすべき事
項及び個別のチェック項目について効率化１１条検査において浄化槽の機能をチェックする上

で、必要な事項及び検査結果が「不適正」と判定された場合の対応について示すことを目的と

する。 
  
２ 検査に当たっての基礎情報の把握 
 法定検査の判定を適切に行うためには、各検査項目のチェックに先立ち、浄化槽に関する基

礎的な情報として、以下のような事項を、事前にあるいは浄化槽管理者に対するヒアリングに

より把握しておくことが望ましい。 
 ① 設置年月日及び使用開始年月日 
 ② 製造業者、工事業者、保守点検業者及び清掃業者 
 ③ 建築物の用途 
 ④ 処理対象人員(人槽)及び実使用人員又は計画流入汚水量及び実流入汚水量 
 ⑤ 処理方式及び処理目標水質 
 ⑥ 医薬品の常用等特殊な使用条件の有無 

 
３ 検査の項目ごとのチェック項目及びその判断方法 
（１）判断に当たっての考え方 
 ここでは、外観検査、水質検査、書類検査ごとのチェック項目及びその判断方法についての

考え方を示す。チェック項目ごとの判断に当たっては、検査結果を以下の三段階に分けて判断

する。 
 ① 望ましい状態にある、又は異常が認められない。(以下「良」という。) 

 ② 一部望ましくない状態又は異常が認められるが、通常の保守点検及び清掃の範囲で回復

が可能な程度の状態であり、処理機能等に影響を与えるおそれが小さい。(以下「可」と

いう。) 
 ③ 望ましくない状態又は異常が認められ、主として当該単位装置の処理機能等に影響を与

えることが明らかである。(以下「不可」という。) 

 浄化槽の機能については、個々のチェック項目の検査結果からだけでは判断しづらい場

合も多いと考えられるが、ここではまずチェック項目ごとに「良」、「可」及び「不可」の判

断を行うものとする。このため、各チェック項目ごとの判断結果と総合判定結果とは必ずし

も直接リンクしないので、十分留意する必要がある。 

 
（２）具体的な判断方法 
 ① 外観検査 
  外観検査に係るチェック項目及びその判断方法は、別紙１のとおりである。 
  効率化１１条検査においては、主として維持管理が基準に従って適切に行われ７条検査で

チェックした項目が適切に維持されているか否か、使用が適切に行われているか否か、生

物膜又は活性汚泥の管理が適切に行われているか否か等に着目して検査を行うこととなる。 
いずれの検査においても、所期の処理機能が確保されているか否かに着目するという検

査の趣旨を常に念頭におくことが重要である。 
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 ② 水質検査 
 水質検査に係るチェック項目及びその判断方法は、別紙２のとおりである。 
③ 書類検査 
 書類検査に係るチェック項目及びその判断方法は、別紙３のとおりである。 
 効率化１１条検査においては保守点検の記録、清掃の記録等をもとに検査を行うこととな

る。 
 
４ 総合判定 
（１）判定に当たっての考え方 
 総合判定では、外観検査、水質検査及び書類検査の結果を総合的に勘案して、「適正」、「お

おむね適正」及び「不適正」のいずれに該当するかを判定する。 
 具体的には、 
 「適正」とは、浄化槽の維持管理及び設備等に問題があると認められない場合、 
 「おおむね適正」とは、浄化槽の維持管理及び設備等に関し、一部改善することが望ましい

と認められる場合、又は今後の経過を注意して観察する必要があると認められる場合であっ

て「不適正」以外の場合、 
 「不適正」とは、浄化槽の維持管理及び設備に関し、法に基づく保守点検及び清掃に係る諸

基準に違反しているおそれがあると考えられ、改善を要すると認められる場合とする。 
 
（２）具体的な判定方法 
 ３で示した各検査項目ごとの判断結果を踏まえ、総合判定は次のとおり行うこととする。 

 
【適正】 
 BOD 値が別紙２に示す判断方法の「良」または「可」の範囲であり、かつ外観検査項目及
び書類検査項目がすべて「良」である場合であって、保守点検票または検査票の特記事項に

おいても不良箇所の指摘がない場合。 
【おおむね適正】 
 「適正」又は「不適正」以外のもの。 

【不適正】 
以下のいずれかの場合。 
ア．ＢＯＤ値が「不可」の範囲であり、かつ外観検査項目のいずれかが「不可」である場合。 
イ．ＢＯＤ値が「不可」の範囲であり、書類検査の結果及び指定採水員用検査票から原因が

明らかな場合。 
ウ．消毒装置その他構造的欠陥等により薬剤との接触状況が不良であることが書類検査の結

果及び指定採水員用検査票から明らかな場合。 
 
エ．書類検査の結果及び指定採水員用検査票から、重大な構造的欠陥を有している、あるい

は他の原因により処理機能を維持することが極めて困難であることが明らかな場合。 
オ．書類検査の結果、保守点検の記録が保存されていない、かつ指定採水員用検査票から保

守点検が行われていることが確認できない場合。 
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カ．書類検査の結果及び指定採水員用検査票から、保守点検の回数が法令で定められた回数

より少ない場合であって、検査時から過去一年以内に保守点検が一回以上行われている

ことが確認できない場合。 
キ．書類検査の結果、清掃記録が保存されていない、かつ清掃が行われていることが確認で

きない場合であって、指定採水員用検査票又は保守点検記録から清掃時期に達している

ことが明らかな場合。 
ク．書類検査の結果、清掃の回数が法令で定められた回数より少ない場合であって、指定採

水員用検査票又は保守点検記録から清掃時期に達していることが明らかな場合。 
 

 
５ 検査結果が「不適正」と判定された場合の対応 
 効率化１１条検査で「不適正」と判定された場合は、指定検査機関から管理者に対して、改

善内容の報告を求めるが、必要に応じて、行政機関から改善指導を行う。 
また、翌年のなるべく早い時期に検査員による全項目検査を実施し、再度「不適正」の判定

を受けた場合は、行政機関からの指導対象とする。 
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別
紙
 
1

チ
ェ
ッ
ク
項
目

良
可

不
可

備
　
考

1.
沈
殿
室

( 槽
) に
お
け
る
ス
カ
ム
の
発
生
状

況

異
常
な
し

ス
カ
ム
の
生
成
が
認
め
ら
れ
る
が
、
流
出
す
る
お

そ
れ
が
小
さ
い
。

ス
カ
ム
の
生
成
が
著
し
く
認
め
ら
れ
、
流
出
す
る

こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

凝
集
沈
殿
槽
、
処
理
水
槽
に
つ
い
て
は
、
こ
の
項
目

に
準
じ
て
チ
ェ
ッ
ク
す
る
。

2.
消
毒
剤
筒
内
の
塩
素
剤
の
充
填
量
と
処

理
水
と
塩
素
剤
の
接
触
状
況

消
毒
剤
が
充
填
さ
れ
て
い
る
、
か
つ
、
処
理
水
と

消
毒
剤
の
と
の
接
触
が
良
好
で
あ
る
。

－
消
毒
剤
が
充
填
さ
れ
て
い
な
い
、
ま
た
は
、
処
理

水
と
消
毒
剤
と
の
接
触
不
良
が
認
め
ら
れ
る
。

3.
消
毒
室

( 槽
) の
ス
カ
ム
・
汚
泥
の
蓄
積
状

況

異
常
な
し

汚
泥
の
堆
積
ま
た
は
ス
カ
ム
の
生
成
が
認
め
ら
れ

る
が
、
流
出
す
る
お
そ
れ
が
小
さ
い
。

汚
泥
の
堆
積
ま
た
は
ス
カ
ム
の
生
成
が
著
し
く
認

め
ら
れ
、
流
出
す
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

4.
ば
っ
気
装
置
の
稼
働
状
況

異
常
な
し

空
気
供
給
量
の
調
整
不
良
、
ば
っ
気
槽
、
接
触

ば
っ
気
槽
等
の
攪
拌
水
流
の
不
均
等
が
認
め
ら
れ

る
が
軽
微
で
あ
り
、
処
理
機
能
に
影
響
を
与
え
る

お
そ
れ
が
小
さ
い
。

空
気
供
給
量
の
調
整
不
能
、
散
気
装
置
の
閉
塞
ま

た
は
破
損
等
が
認
め
ら
れ
る
な
ど
処
理
機
能
に
影

響
を
与
え
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

ば
っ
気
装
置
に
は
、
関
連
す
る
空
気
配
管
、

オ
リ
フ
ィ
ス
等
を
含
む
。

5.
好
気
性
生
物
処
理
装
置
内
液
の
外
観

異
常
な
し

生
物
膜
の
肥
厚
化
、
は
く
離
等
、
あ
る
い
は
活
性

汚
泥
の
沈
降
性
や
分
離
性
の
不
良
が
認
め
ら
れ
る

が
軽
微
で
あ
り
、
処
理
機
能
に
影
響
を
与
え
る
お

そ
れ
が
小
さ
い
。
膜
分
離
槽
に
お
い
て
は
、
適
正

な
範
囲
を
超
え
て
い
る
が
、
処
理
機
能
に
影
響
を

与
え
る
恐
れ
が
小
さ
い
。

生
物
膜
の
未
生
成
、
著
し
い
肥
厚
化
、
は
く
離

等
、
あ
る
い
は
活
性
汚
泥
の
未
生
成
、
活
性
汚
泥

量
の
著
し
い
増
加
等
が
認
め
ら
れ
、
処
理
機
能
に

影
響
を
与
え
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。
膜
分
離

槽
に
お
い
て
は
、
適
正
な
範
囲
を
超
え
、
処
理
機

能
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

生
物
膜
の
付
着
状
況
や
は
く
離
状
況
等
を
チ
ェ
ッ
ク

す
る
。
活
性
汚
泥
の
性
状
や
沈
降
性
等
を
チ
ェ
ッ
ク

す
る
。

膜
分
離
槽
の
活
性
汚
泥
に
つ
い
て
は
、
適
正
な
汚
泥

濃
度
範
囲
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
。

な
お
、
適
正
な
濃
度
範
囲
と
な
る
M
L
S
S
3
,
0
0
0
～

1
5
,
0
0
0
㎎
/
L
を
目
安
と
す
る
。

6.
流
量
調
整
装
置
の
稼
働
状
況

異
常
な
し

流
量
調
整
槽
の
分
水
計
量
装
置
の
調
整
不
良
、
電

磁
弁
や
電
動
弁
の
作
動
不
良
が
認
め
ら
れ
る
が
軽

微
で
あ
り
、
処
理
機
能
に
影
響
を
与
え
る
お
そ
れ

が
小
さ
い
。

分
水
計
量
装
置
の
せ
き
高
の
調
整
不
能
、
電
磁
弁

や
電
動
弁
の
故
障
が
認
め
ら
れ
、
処
理
機
能
に
影

響
を
与
え
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

調
整
装
置
と
は
、
流
量
調
整
槽
等
の
分
水
計
量
装

置
、
電
磁
弁
、
電
動
弁
、
集
水
装
置
等
を
さ
す
。

7.
循
環
装
置
の
稼
働
状
況

異
常
な
し

循
環
装
置
の
調
整
不
良
、
設
定
不
良
が
認
め
ら
れ

る
が
軽
微
で
あ
り
、
処
理
機
能
に
影
響
を
与
え
る

お
そ
れ
が
小
さ
い
。

循
環
装
置
の
故
障
、
調
整
不
能
、
設
定
不
良
が
認

め
ら
れ
、
処
理
機
能
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
明

ら
か
で
あ
る
。

循
環
装
置
と
は
、
屎
尿
浄
化
槽
及
び
合
併
処
理
浄
化

槽
の
構
造
方
法
を
定
め
る
件

( 昭
和

55
年
建
設
省
告
示

第
12

92
号

) に
お
い
て
循
環
装
置
と
し
て
規
定
さ
れ
て

い
る
も
の
を
さ
す
。
例
え
ば
、
汚
泥
移
送
装
置
を
常

時
稼
働
さ
せ
て
い
る
場
合
は
対
象
外
と
す
る
。

外
観
検
査
に
係
る
チ
ェ
ッ
ク
項
目
及
び
そ
の
判
断
方
法
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別
紙
２

チ
ェ
ッ
ク
項
目

単
独

合
併

浄
化
槽
の

BO
D

処
理
性
能

良
可

不
可

単
独
処
理

90
㎎

/ ℓ
以
下

90
㎎

/ ℓ
超

12
0 ㎎

/ ℓ
以
下

12
0 ㎎

/ ℓ
超

合
併
処
理

60
㎎

/ ℓ
以
下

30
㎎

/ ℓ
以
下

20
㎎

/ ℓ
以
下

60
㎎

/ ℓ
以
下

30
㎎

/ ℓ
以
下

20
㎎

/ ℓ
以
下

60
㎎

/ ℓ
超

 8
0 ㎎

/ ℓ
以
下

30
㎎

/ ℓ
超

 4
0 ㎎

/ ℓ
以
下

20
㎎

/ ℓ
超

 3
0 ㎎

/ ℓ
以
下

80
㎎

/ ℓ
超

40
㎎

/ ℓ
超

30
㎎

/ ℓ
超

単
独
処
理

検
出
さ
れ
る

－
検
出
さ
れ
な
い

合
併
処
理

検
出
さ
れ
る

－
検
出
さ
れ
な
い

BO
D

残
留
塩
素
濃
度

水
質
検
査
に
係
る
チ
ェ
ッ
ク
項
目
及
び
そ
の
判
断
方
法
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別
紙
３

１
．
保
守
点
検
記
録

チ
ェ
ッ
ク
項
目

良
可

不
可

備
　
考

①
記
録
の
有
無

記
録
が
保
存
さ
れ
て
い
る
。

記
録
が
保
存
さ
れ
て
い
な
い
。
た
だ
し
保

守
点
検
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
が
確
認
で

き
る
。

記
録
が
保
存
さ
れ
て
い
な
い
、
か
つ
、
保

守
点
検
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
が
確
認
で

き
な
い
。

②
記
録
の
内
容

保
守
点
検
の
技
術
上
の
基
準
に
準
拠
し
て

い
る
。

記
載
内
容
に
一
部
不
備
が
認
め
ら
れ
る
。

著
し
い
誤
記
入
、
未
記
入
、
虚
偽
の
記
載

等
記
載
内
容
に
著
し
い
不
備
が
あ
る
。

③
保
守
点
検
の
回
数

通
常
の
使
用
状
態
に
お
い
て
法
令
で
定
め

ら
れ
た
回
数
以
上
で
あ
る
。
ま
た
は
、
通

常
の
使
用
状
態
以
外
の
場
合
に
お
い
て
、

必
要
な
回
数
が
行
わ
れ
て
い
る
。

通
常
の
使
用
状
態
に
お
い
て
法
令
で
定
め

ら
れ
た
回
数
よ
り
少
な
い
。

２
．
清
掃
記
録

チ
ェ
ッ
ク
項
目

良
可

不
可

備
　
考

①
記
録
の
有
無

記
録
が
保
存
さ
れ
て
い
る
。

記
録
が
保
存
さ
れ
て
い
な
い
た
だ
し
、
清

掃
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
が
確
認
で
き

る
。

記
録
が
保
存
さ
れ
て
い
な
い
か
つ
、
清
掃

が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
が
確
認
で
き
な

い
。

②
記
録
の
内
容

清
掃
の
技
術
上
の
基
準
に
準
拠
し
て
実
施

し
て
い
る
。

記
載
内
容
に
一
部
不
備
が
あ
る
。

著
し
い
誤
記
入
、
未
記
入
、
虚
偽
の
記
載

等
記
載
内
容
に
著
し
い
不
備
が
あ
る
。

③
清
掃
の
回
数

法
令
で
定
め
ら
れ
た
回
数
以
上
で
あ
る
。

法
令
で
定
め
ら
れ
た
回
数
よ
り
少
な
い
。

汚
泥
濃
縮
貯
留
槽
ま
た
は
汚
泥
貯
留
槽
に

お
い
て
は
、
必
要
な
回
数
が
行
わ
れ
て
い

な
い
場
合
は
不
可
と
す
る
。

書
類
検
査
に
係
る
チ
ェ
ッ
ク
項
目
及
び
そ
の
判
断
方
法
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契 約 書
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「効率化１１条検査」業務委託契約書(採水等業務) 

    

財団法人群馬県環境検査事業団（以下「甲」という。）と            （以

下「乙」という。）とは、浄化槽放流水ＢＯＤ検査を主体とした新たな方法によって実施す

る浄化槽法第１１条に規定する定期検査（以下「効率化１１条検査」という。）について以

下の条項により業務委託契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（業務の委託） 

第１条  甲は、効率化１１条検査の実施に際し、業務の一部を乙に委託し、乙はこれを受託

する。 

（委託業務の内容） 

第２条 甲が乙に委託する業務は、効率化１１条検査実施要綱（以下「要綱」という。）第

４、第５及び第６に規定する次の業務とする。 

  一  浄化槽の処理水の採水等 

  二  検査申込み等の事務代行 

２  前条に規定する業務の細目については、別に定める指定採水員業務実施要領（以下「実

施要領」という。）による。 

（委託業務の実施） 

第３条 乙は、法令及び本契約書に定めるもののほか、前条に定める要綱、実施要領及び甲

が平成  年  月  日に定めた効率化１１条検査実施マニュアル（以下「マニュア

ル」という。）に従って委託業務を実施するものとする。 

（委託業務の管理） 

第４条 甲は、委託業務の実施状況を把握するために必要があると認めたときは、乙に対し

て次の各号に掲げる措置を講じることができるものとする。 

一  委託業務の進捗状況、実施方法等に関する報告を求めること。 

二  甲の職員を委託業務の実施場所へ派遣し、委託業務の実施に立ち会わせること。 

２  甲は、前項の措置を講じた結果、特に必要があると認めるときは、効率化１１条検査審

査会設置要領に定める審査会に報告し審査開始請求ができるものとする。 

（秘密の保持） 

第５条 甲乙双方は、委託業務の遂行により知り得た浄化槽管理者及び互いの秘密を第三者

に漏洩・開示してはならない。 

２ 前項の定めは、この契約終了後もなおその効力を有する。 

（委託料） 

第６条  甲は、委託料として、乙に、浄化槽１基につき２,５５０円を支払う。 

（委託料の支払い） 

第７条  甲は、乙が行った委託業務の実績に基づき、委託料の額を確定し、マニュアルに定

める方法により支払うものとする。 

（委託期間と更新） 

第８条  委託業務の実施期間（以下「委託期間」という。）は、平成  年  月  日か

ら平成  年  月  日までとする。ただし、本契約期間満了の１ケ月前までに、甲乙
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いずれからも相手方に対する書面による別段の意思表示がないときは、本契約は、契約期

間満了時の翌日から平成  年  月  日から平成  年  月  日までと同内容に

て１年間更新するものとし、以後その例による。 

（契約の解除） 

第９条  甲は、乙が正当な理由なく本契約を履行しないとき又は次の各号に掲げるいずれか

に該当するときは、本契約を解除することができる。 

  一  乙が本契約に定める条項に違反し、相当期間を定めてなした催告後においても当該違

反が是正されないとき。 

  二  乙が浄化槽保守点検業の登録を取り消されたとき。 

  三  乙が指定採水員の有資格者の所属を失ったとき。 
（その他定めのない事項等の取扱） 

第１０条  本契約に定める事項について生じた疑義又は本契約について定めのない事項につ

いては、甲乙誠意をもって協議の上、定めるものとする。 

 

 

本契約の締結を証するためこの契約書２通を作成し、双方記名押印の上、各自１通を保

有するものとする。 

 

平成  年  月  日 

 

甲  群馬県前橋市大手町３丁目９番地の１６ 

       財団法人  群馬県環境検査事業団          

         理事長  高橋  太郎 

 

乙     
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「効率化１１条検査」業務委託契約書(ＢＯＤ測定業務) 

    

財団法人群馬県環境検査事業団（以下「甲」という。）と        （以下「乙」

という。）とは、浄化槽放流水ＢＯＤ検査を主体とした新たな方法によって実施する浄化槽

法第１１条に規定する定期検査（以下「効率化１１条検査」という。）について以下の条項

により業務委託契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（業務の委託） 

第１条  甲は、効率化１１条検査の実施に際し、業務の一部を乙に委託し、乙はこれを受託

する。 

（契約保証人） 

第２条  乙は、業務を履行することができない場合に、自己に代わって業務を履行すること

を保証するため、甲の定める基準に従い、他の者を保証人として立てなければならない。 

（契約保証人の責務） 

第３条  契約保証人は、乙がその債務を履行しない場合において、その履行をなす責を負う

ものとする。 

（委託業務の内容） 

第４条 甲が乙に委託する業務は、効率化１１条検査実施要綱（以下「要綱」という。）第

５、第６及び第７に規定する次の業務とする。 

  一  浄化槽の処理水のＢＯＤ測定 

  二  測定用試料等の回収 

（委託業務の実施） 

第５条 乙は、法令及び本契約書に定めるもののほか、前条に定める要綱及び甲が平成  

年  月  日に定めた効率化１１条検査実施マニュアル（以下「マニュアル」とい

う。）に従って委託業務を実施するものとする。 

（秘密の保持） 

第６条 甲乙双方は、委託業務の遂行により知り得た浄化槽管理者及び互いの秘密を第三者

に漏洩・開示してはならない。 

２ 前項の定めは、この契約終了後もなおその効力を有する。 

（委託料） 

第７条  甲は、委託料として、乙に、１検体につき１,５５０円を支払う。 

（委託料の支払い） 

第８条  甲は、乙が行った委託業務の実績に基づき、委託料の額を確定し、マニュアルに定

める方法により支払うものとする。 

（委託期間と更新） 

第９条  委託業務の実施期間（以下「委託期間」という。）は、平成  年  月  日か

ら平成  年  月  日までとする。ただし、本契約期間満了の１ケ月前までに、甲乙

いずれからも相手方に対する書面による別段の意思表示がないときは、本契約は、契約期

間満了時の翌日から平成  年  月  日から平成  年  月  日までと同内容に

て１年間更新するものとし、以後その例による。 

（契約の解除） 
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第１０条  甲は、乙が正当な理由なく本契約を履行しないとき又は次の各号に掲げるいずれ

かに該当するときは、本契約を解除することができる。 

  一  乙が本契約に定める条項に違反し、相当期間を定めてなした催告後においても当該違

反が是正されないとき。 

  二  乙が計量証明事業所の登録を取り消されたとき。 

（その他定めのない事項等の取扱） 

第１１条  本契約に定める事項について生じた疑義又は本契約について定めのない事項につ

いては、甲乙誠意をもって協議の上、定めるものとする。 

 

 

本契約の締結を証するためこの契約書３通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を

保有するものとする。 

 

平成  年  月  日 

 

甲  群馬県前橋市大手町３丁目９番地の１６ 

       財団法人  群馬県環境検査事業団          

         理事長  高橋  太郎 

 

乙    

 

 

 

契約保証人  
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浄化槽保守点検・清掃委託等契約書 

    

浄化槽管理者 （以下「甲」という。）と、浄化槽保守点検業者（以下「乙」という。）と、浄化槽清掃業者 

（以下「丙」という。）とは、甲の浄化槽の保守点検・清掃及び検査について次の条項により契約を締結し、

これを誠実に履行するものとする。 

 

（契約の対象施設） 

第１条  この契約により、乙が保守点検を、丙が清掃を行う浄化槽は次のとおりとする。 

  一  浄化槽の設置場所  ○○○○○○○○○○ 

  二  浄化槽の型式      単独・合併    ○○○○○方式・メーカー    ○○○○ 

三  浄化槽の規模      ○○人槽 

四  処理目標水質      放流水ＢＯＤ  ○○ ㎎/L 以下・ＢＯＤ除去率  ○○％以上 

 

（契約内容及び実施） 

第２条 乙は、甲に対し次の作業及び指導並びに事務の代行を行うものとする。 

  一  浄化槽法及び同法施行規則並びに群馬県浄化槽の保守点検業者の登録に関する条例に基づき適正な保守

点検作業を行う。 

  二  浄化槽の適正な使用方法を指導する。 

  三  浄化槽の使用開始報告書を環境森林事務所に提出する。 

  四  浄化槽法第７条に規定する設置後等の水質検査の実施時期に達したときは、検査の申し込みを行う。 

  五  浄化槽法第１１条に規定する定期検査の申し込みを行う。 

  六  浄化槽の清掃作業について、丙に対して必要な指示を行う。 

  七  保守点検作業は、○か月ごとに、○回とし、次の浄化槽管理士を派遣して行う。ただし、業務遂行上の

理由から、管理士の変更を生じることがある。 

      浄化槽管理士 

氏 名  浄化槽管理士免状の交付番号  

住 所  

  八  消毒薬等の補充回数は、○か月ごとに、○回とする。 

２  丙は、甲に対し次の作業を行うものとする。 

  一  浄化槽法及び同法施行規則に基づき清掃作業を行う。 

  二  法令を遵守し、甲又は乙の指示により清掃作業を行う。 

 

（委託料） 

第３条 保守点検の委託料は、○○○○○円とし、その内訳明細は、委託料金内訳明細書のとおりとする。 

２  前項に掲げるもののほか、主要部品の取替修繕又は天災その他による補修等の必要が生じたときの費用は、

甲、乙及び丙が協議のうえ別途定める。 

３  保守点検委託料の支払いは、契約締結時を原則とする。ただし、甲の申出により別に期日を定める場合は、

この限りでない。 

４  清掃委託料は、作業終了後丙の請求に基づき支払うものとし、丙は請求内容を明示しなければならない。 

５  天災又は甲の責に帰すべき事由によって生じた作業経費は、甲が乙又は丙に支払うものとする。 

 

（情報提供に対する同意） 

第４条 甲は、法定検査の実施機関が、浄化槽法第７条及び第１１条に規定する検査結果を、浄化槽の適正な

設置及び維持管理を図るために利用することを目的として、県及び市町村等の関係行政機関及び乙に提供す

ることを承諾するものとする。 

 

（損害賠償） 

第５条 乙又は丙が行う作業上の行為により甲に損害を与えた場合は、乙又は丙は、甲に対しその損害を賠償

しなければならない。ただし、甲の責に帰すべき事由又は不可抗力による場合は、この限りでない。 
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 （契約の解除） 
第６条  甲は、乙又は丙が正当な理由が無くこの契約を履行しないとき又は次の各号のいずれかに該当すると

きは、本契約を解除することができる。 

  一  乙が浄化槽法及び同法に関連する法令に違反し、浄化槽保守点検業の登録を取り消されたとき。 

  二  丙が市町村の浄化槽清掃業の許可を取り消されたとき。 

２  契約を解除したときは、乙は、既に支払いを受けた料金の全部又は一部を返還するものとする。 

 

（契約の期間） 

第７条  この契約の期間は、平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日までとする。ただし、この

契約期間満了の１ヶ月前までに甲、乙及び丙から申出のないときは、さらに１年間継続するものとする。以

後もこの例によるものとする。 

 

（協議事項） 

第８条  契約書の内容に疑義が生じたとき又は契約書に定めのない事項に関し疑義が生じたときは、甲、乙及

び丙は誠意をもって協議の上定めるものとする。 

 

 

契約の締結を証するため、この契約書１通を作成し、甲、乙及び丙が記名押印の上、甲または乙が保有し、

他のものは複製を保有する。 

 

平成○○年○○月○○日 

 

甲 （ 浄 化 槽 管 理 者 ）住所  ○○○○○○○○○○ 

                            氏名  ○○○○                        印 

 

乙 （浄化槽保守点検業者）住所  ○○○○○○○○○○ 

                            氏名  ○○○○                        印 

 

丙 （ 浄 化 槽 清 掃 業 者 ）住所  ○○○○○○○○○○ 

                            氏名  ○○○○                        印 

  

 

 

委 託 料 金 内 訳 明 細 書 

 

委託料金の内訳は、下記のとおりとする。 

（１）保守点検費 

                 人槽          円  ×          回  ＝                    円（税込み） 

 

（２）消毒薬巡回補填費 

                               円  ×          回  ＝                    円（税込み） 

 

（３）浄化槽の法定検査（法第１１条）手数料 

                          円  ×       １ 回  ＝                    円（非課税） 

 

（４）契約締結時支払い額 

合計                       円 

 

清掃作業費（清掃の実費を別途いただきます。） 

                人槽          円  ×          回  ＝                    円（税込み） 


